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論文
被差別部落における
農業の現状と農業振興の方向
石 冗
? ?
1. はじめに
全国の被差別部落（以下，「部落」と略す）の約80%が農村地域に位置するこ
とは，従来から指摘されてきたI)。 しかし，農村地域の部落の実態についてふ
れられることは，その部落の数に比して少ない。とりわけ，農村地域における
基幹産業である農業が部落でどのように行われているのか，この問題に関する
調査・研究はきわめて少なく，その実態把握は大きく立ち遅れている。そのた
め，部落農業2)に関しては，これまで経営耕地面積や所有耕地面積の零細性が
指摘される程度で，部落農家の経営内容や部落農業のかかえる問題について言
及されることは，ほとんどなかったといってよい3)。
1)たとえば，部落解放研究所編『部落問題・資料と解説』解放出版社， 1981年， 48ペー
ジ，部落解放研究所編「部落問題事典」解放出版社， 1986年， 680ページなど。
2)さしあたっては，部落において行われている農業という意味で便宜的に「部落農業」
という語を用いる。「部落農業」についての意味づけは， のちに本稿のなかで行う。
3)農村部落ならびに部落農業に関する調査・研究が少ないのは，つぎのことに規定され
たものとみることができる。これまで部落を対象とした調査自体は数多く行われてい
るが，そこではおもに部落と周辺地城（あるいは市町村平均，都府県平均など）との
あいだの格差の検証に力点が置かれてきた。周辺地域などとのあいだの格差は，多く
の場合，部落差別の結果である以上，これは当然なのであるが，従来の調査のなかに
は格差の大小を問題にするあまり，調査結果の分析が部落一般に収緻し，結果的に部
落の地域的特質の考察を軽視してしまっているケースが少なくない。そして，農村地
域が都市部に比べて地域的バラエティに富み，そこにおける主要産業である農業が地
域性に強く規制されることがこうした傾向をさらに強め，それが部落農業をも含めた
農村部落の実態分析の立ち遅れにつながっているのである。また，これとは別に，戦
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本稿の課題は，部落において農業がどのようなかたちで行われているのか，
その現状を明らかにすることにある。この一見，プリミティプにも映る，本稿
の課題は，前述の部落農業に関する研究動向を考えるとき，きわめて重要なも
のとみることができる。それと同時に，全国の部落の約8割を占める農村部落
の実態把握にとっても重要な課題である丸
本稿では1986年に農林水産省が実施した「全国同和地区農林漁業実態調査」
（以下，「全国調査」と略す）の結果を主として用いながら分折を進める。「全国調
査」は全国の同和地区の同和関係農家si_65,583戸を対象としたもので， 1985年
の「農業センサス」の結果のなかから同和関係農家に関する数字を抽出し，そ
れを集計するという方法で行われた。「全国調査」の調査項目は「農業センサ
ス」と同じで，多岐にわたっており，これだけの規模の調査は部落農業に関し
後の部落解放運動が都市部を中心に進展してきたことも大きな要因としてあげられ
る。
4)従来の部落史研究，あるいは部落史教育（同和教育）では，近世の積多身分について
皮革役や行刑役などの役負担が強調されるあまり，それが生業であるかのようにみら
れ，積多の多くが生業として営んでいた農業を軽視するきらいがあった。このことは
一般の，部落に対する現状認識にも影響を与えており，皮革業や履物業などといった
伝統的な部落産業が現在の部落の産業の中心を占め，部落の就業者の多くがそれに従
事しているという部落像をもつ人も少なくない。しかし，実際には伝統的な部落産業
をもつ部落は全国的にみてわずかしかなく，大半の部落世帯（員）は農業をはじめと
する多様な事業を営み，また，さまざまな産業分野に労働者として就業しているので
ある。したがって，部落農業の実態を明らかにすることは，部落観の豊富化にもつな
がる重要な課題といえる。
5)同和地区とは「同和対策事業特別措置法」 1条にいう「歴史的社会的理由により生活
環境等の安定向上が阻害されている地域」で，同和対策事業の実施の対象となる地区
である。つまり，同和地区は同和対策事業の対象地区として行政的に指定された部落
である。しかし，すべての部落が同和地区となっているわけではなも同和地区に指
定されていない部落が現在，全国に 1,000地区近く存在するといわれている。一方，
同和関係農家とは属地かつ属人主義でとらえた，同和地区内の同和関係泄帯の農家で
ある。したがって，同和関係農家は部落の全農家を包摂するものではない。しかし，
同和地区に指定されていない部落の農家については， その数さえも把握されていな
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てははじめてのものである（以下では，同和関係農家を「部落農家」と呼ぶことにす
る）。
2. 部落農家の分布
農水省の行った「全国調査」では 32府県， 295市町村， 3,798地区において
65,583戸の部落農家が把握された。これを府県別に示すと，第 1表のようにな
る。
同和地区の分布について指摘されるのと同様，部落農家も西日本に多くみら
れる。部落農家の最も多い府県は兵庫で，その数は 10,000戸を越える。つい
で，福岡，岡山，愛媛となっており，東日本のなかでは群馬，埼玉が多い。逆
に部落農家が少ないのは佐賀，神奈川，岐阜などであるが，同和地区が存在す
る新潟，山梨，愛知，長崎では部落農家がひとつも把握されなかった。
部落農家が全農家数に占める割合（表中の「部落農家の占める割合」）をみると，
最も高いのが福岡の7.1彩で，兵庫 (6.7%), 鳥取 (6.2%)がこれにつづく。部
落農家の占める割合が 3彩を越える府県は11あり，それは近畿，中国・四国地
方に多い。そして， 32府県の総農家数324,033戸に占める部落農家の割合は2.2
形となっている。
農家率（総世帯数に占める農家の割合。部落の場合は同和関係世帯に占める同和関係農
家の割合）は32府県で20.2彩と，平均の12.2彩を大きく上回っている。府県別で
みても，農家率が平均を下回るのは，静岡，岐阜，ー滋賀，奈良，徳島，香川，
高知，佐賀，大分の 9県だけで， あとの 23府県では農家率は部落のほうが高
い。なかでも，平均と比べて部落の農家率がとくに高いのは，栃木，群馬，埼
玉，兵庫，鳥取，熊本などで，鳥取の部落の農家率は約50彩となっている。こ
のように，部落世帯に占める農家の割合は平均に比べて高くなっている。
部落の農家率が高いのは，部落が農村地域に多く位置するためである。農村
地域だけをとりだして部落の農家率を算出することはできないので，周辺地区
に比べてそれがどのような高さにあるのか，わからないが，少なくとも農村に
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第1表部落農家の分布
部落農家数 部落農家の占 農家率（形）
（戸） める割合（％） 部落 1平均
茨 城 445 0.3 35.3 21. 7 
栃 木 1,670 1. 7 36.1 18.8 
群 馬 2,666 2.9 37.3 16.8 
埼 玉 3,423 3.0 40.2 6.6 
千 葉 193 0.2 26.5 8.1 
神奈川 38 0.1 9. 7 1.8 
長 野 1. 943 1.0 35.2 29.8 
静 岡 256 0.2 9.4 12.0 
福 井 250 0.5 26.5 22.8 
岐 阜 89 0.1 7.8 19.9 
重 3,177 3.3 25.4 19.0 
滋 賀 2,033 2.8 20.9 22.3 
尽， 都 2,234 3.8 14.9 6.8 
大 阪 845 1. 7 1.8 1. 7 
兵 庫 10,479 6. 7 26.3 ' 9.4 
奈 良 1,582 3.4 8.6 12.5 
和歌山 2,331 4.3 16.6 16.4 
鳥 取 3,031 6.2 49.9 28.1 
島 根 567 0.8 31. 0 29.5 
岡 山 5,363 4.2 33.4 21. 9 
広 島 2,236 1. 8 18.1 13.3 
山 口 1,351 1. 6 22.5 16.0 
徳 島 1,780 3. 1 19.3 23.2 
香 Jil 155 0.2 5.8 21. 9 
愛 媛 '4,081 4.5 32.4 18.5 
-尚~ 知 1,301 2.6 8.4 17.6 
福 岡 8,604 7.1 22.0 7.9 
佐 賀 11 0.0 2.2 23.8 
熊 本 1,200 1.0 37.4 20.7 
大 分 ・975 1. 1 15.8 22.0 
宮 崎 334 0.4 22.8 20.8 
鹿児島 940 0.6 36.6 25.1 
計 65,583 2.2 20.2, 12.2 
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ありながら部落だけ農業を営む世帯が非常に少ないといった状態にはないとい
．えるだろう。土地所有・土地利用から排除され，農業を営む機会を奪われてきた
世帯も部落には少なくないであろうが，多くの場合，部落世帯は零細ながらも
周辺地域とそれほど変わらない割合で農業を営んでいるものと考えられる％
ともあれ，部落の農家率は平均を 8ボイントも上回っており，部落において
は農家・農業の占める比重がけっして小さくないのである。
以下，「全国調査」で部落農家が把握された 32府県の全農家 (2,988,171戸）
を「平均」とし，それと部落農家の数字を比較することによって，部落世帯の
2割を占める部落農家の実態を明らかにしていく。ただし，この比較にはつぎ
の留意が必要である。第 1表にみたとおり，部落農家は各府県に平均的に分
布しているわけではない。全国 32府県の部落農家65,583戸のうち，兵庫県が
10,479戸(16.0彩），福岡県が8,604戸(13.1形）と，この 2県だけで30彩近くを占
め，地域別でも近畿地方だけで29.7%を占める。したがって，「全国調査」の
数字には府県でいえば兵庫や福岡，地方でいえば近畿の傾向が強くあらわれる
ことになる。周知のように，農業生産は自然的条件の影響を強く受け，その形
態は地域的バラエティに富む。それゅぇ，部落農業の実態を明らかにするため
には，各府県段階での分析も不可欠であるが，資料に制約があり，本稿で行う
ことはできない。ここでは， 12府県について府県段階でのデータが部分的では
あるが， つかめているので， これを用いて全国レベルの分析を補うことにす
る。
3. 部落農業の現状
第2表は専兼別農家割合を示したものである。
1)戦前においても部落の農家率は平均よりも高い数字を示している。中央融和事業協会
の調べによると， 1935年の全国の部落世帯192,197戸のうち主要な職業が農業である
世帯は 123,517戸 (64.2彩）となっている（『融和事業年鑑』 1937年版）。これは家と
しての主要な職業が農業である世帯の割合なので，・農家率はこれよりさらに高くな
る。一方，全国平均の農家率は41.5彩 (1935年）である（『昭和国勢総覧』）。
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第2表専兼別農家割合
総農家数 構 成 比 （％） 
第1種 第2種
専業農家 齢男る子農人生家口産の年い（戸） 兼業農家 兼業農家
部落 65,583 10.1 4.6 8.4 81. 5 
平均 2,988,171 15.0 8.6 15.6 69.4 
「農業センサス」における定義によれば，専業農家とは世帯員中に兼業従事
者（年間30日以上，他に雇用されて仕事に従事した世帯員，あるいは年間販売金額10万円
以上の，自家農業以外の自営業に従事した世帯員）がひとりもいない農家であり，兼
業農家とは兼業従事者のいる農家である。そして，兼業農家のうち，自家農業
を主とするものが第 1種兼業農家，兼業を主とするものが第 2種兼業農家とな
る（この場合の主従は原則としていずれの所得が多いかによって定める）。
このように，「農業センサス」では農家の専兼別は世帯主義で把握され， 世
帯員中の兼業従事者の有無が専業，兼業を分ける指標となっている。したがっ
て，兼業には従事せず，年金，恩給によって生計を維持する老人世帯の農家も
専業農家に含まれることになる。また逆に，世帯主夫婦が自家農業にフルに従
事しており，農業所得によって生計を維持している農家でも，同居している子
弟が兼業に出ていれば，それi、ま兼業農家となる。彼が兼業収入を自分のものと
して処分し，家計に入れていない場合でも，兼業農家となることに変わりはな
い。機械化が進行し，省力化技術が普及したこんにち，大規模な経営を実現し
ている農家であっても，恒常的に家族ぐるみで農業に従事することは少なくな
っており，主として経営主が農業に専従し，他の世帯員が通勤兼業に出るとい
ったケースも多くみられる。それゆえ，専業農家よりも第 1種兼業農家のほう
に，専業的性格をもつ農家が多く含まれているといってよい。
このように，世幣主義で把握される，現行の専兼別の分類には現状に合わな
くなっている而がみられる。そのため，「農業センサス」では本来的な意味で
の専業農家を表わすものとして， 1975年から「男子生産年齢人口 (16~64歳）の
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いる専業農家」を別にあげている。老人世帯や母子世帯などで，統計上，専業
農家に分類されたという， いわば消極的な意味での専業農家と区別するため
に， 16~64歳の男子世帯員のいる専業農家という概念を設定したのである。し
かし，すでに述べたように，第 1種兼業農家のなかに専業的性格をもつ農家が
多く含まれているので，この「男子生産年齢人口のいる専業農家」が本来的な
意味での専業農家のすべてをカバーしているわけではない。
専兼別農家割合を示した第2表をみると，部落に専業農家の少ないことがわ
かる。なかでも，「男子生産年齢人口のいる専業農家」の割合は平均の 2分の
1でしかない。そして，農業を専業的に行っている農家の多い第 1種兼業農家
の割合も，平均の 2分の 1ほどの大きさとなっている。これに対して，兼業を
主とする兼業農家である第 2種兼業農家の割合は平均を12ポイントも上回って
いる。このように，部落には農業を専業的に行う農家が少なも兼業を主とす
る農家が多いのである。
第 3表は経営耕地規模別に農家割合を示したものである。これによると，部
落農家の経営規模の零細性は歴然としている。すなわち，部落では経営耕地面
積が0.5ヘクタールに満たない農家だけで 63%を占める（平均47彩）。これに対
して，経営耕地面積が 1ヘクタール以上の農家は11彩しかなく，その構成比の
大きさは平均の 2分の 1以下となっている。
農家 1戸あたりの経営耕地面積は 49.4アールであり， その大きさは平均
(73.3アー ル）、の 3分の 2でしかない。これは経営耕地面積 30アール未満の零細
農家が部落に大量に存在することに規定されたものであるが，それはなにより
第3表経営耕地規模別農家割合
総農家数 構 成 比 （彩）
（戸） 例規 外定 0.未3h満a 0.3~ 0.5~ 1.0~ 1.5~ 12.0~ ,3.0ha 0. 5 1. 0 1. 5 2. 0 3. 0 以上
部 落 65,583 0.3 40.3 22.9 25.4 7.3 2.4 1. 1 0.3 
平 均 2,988,171 0.3 28.0 18.8 28.4 13.0 6.1 4.0 1. 4 
. -
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総農家数
（戸）
部落 65,583 
平均 2,988,171
第4表農産物販売金額別農家割合
構成比(%)
販売 50万円 100~ 300~ 500~ 1, 000~ 2,000 
なし 未満 50~100 300 500 1,000 2,000以塑円
33.0 38.8 13.2 11.5 1.6 1.0 0.5 0.4 
20.9 33.8 14.3 20.1 5.1 3.9 1.3 0.6 
も，零細な耕地しかもちえなかったという部落農業の歴史の結果にほかならな
い。
つぎに，農産物販売金額（諸経費を差し引く前の売上高）別農家割合を第4表で
みると，農産物をまった＜販売しないという農家が部落に多く，これに50万円
未満の販売農家を加えると，その構成比は72形になる（平均は55形）。一方，農
産物販売金額が 300万円以上の農家は，平均の10.9%に対して 3.5形でしかな
い。
以上のように，経営耕地面積，農産物販売金額といった指標からみて，部落
農家の経営規模はきわめて零細なものとなっている。
では，経営規模が零細な部落農家において農業生産はどのようなかたちで行
われているのであろうか。まず，農産物販売金額 1位部門別農家割合をみるこ
とにしよう。
第 5表によると，部落では農産物を販売した農家の76%が米を主として販売
するものによって占められており，その構成比は平均よりも20ボイント近くも
高くなっている。そして，稲作以外の部門の構成比は低く，工芸農作物，施設
園芸，野菜類，果樹類などでは平均を大きく下回っている。このように，部落
農家には稲作を主とする農家が多く，稲作以外の部門に取り組む農家が少ない
のである。いいかえれば，部落農家の経営組織は稲作に特化しており，多様性
に乏しいのである。
第6表は単一経営と複合経営の割合を示したものである。単一経営とは販売
金額 1位部門の，総販売金額に占める割合が80%以上の農家，複合経営はそれが
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第5表農産物販売金額1位部門別農家割合
部 落 平 均
販売農家総数（戸） 43,961' 2,363,293 
稲 作 76.3 57.6 
麦 類 作 2.3 1.3 
構 雑殻・いも類・まめ類 1.4 3.4 
工芸農作物 1. 3 5.8 
施 設 園 芸 2.0 4.2 
成 野 菜 類 3.9 7.7 
果 樹 類 5.7 10.0 
その他の作物 1. 7 3.1 
酪 農 0.7 1. 4 
比 肉 用 牛 1. 7 2.2 
§ 養 豚 0.9 0.9 
養 鶏 0.2 0.6 
その他の畜産 0.0 0.0 
養 蚕 1. 9 1.8 
第 6表単一経営・複合経営農家の割合
販売農家総数 構 成 ・比 （％） 
（戸） 単一経営 1準単一経営1複合経営
部落 43. 961 I 80.6 15.1 4.3 
平均 2,363,293 68.3 23. 1 8.6 
60彩未満の農家であり，準単一経営はそれらのあいだに位置する農家である。
したがって，自家消費用作物は別として，単一経営は主としてひとつの作目を
つくる農家，複合経営は経営の基幹となる作目を 2つ以上もつ農家といえる。
この表をみると，部落農家の経営組織が稲作に特化し，多様性に乏しいことを
反映して，部落のほうに複合経営が少なく，単一経営が多く存在する。
複合経営とはいくつかの部門を組み合わせた経営を行う農家で，部門どうし
の有機的連関による副産物の経営内循環（稲作のイナワラ，野菜作の野菜クズ等の
家畜の飼料化，家畜の糞尿の厩肥化による地力維持など）や危険の分散， 農業労働力
に対する周年的労働機会の提供，土地利用率の向上，機械・施設の有効利用な
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どのメリットをもつ。この表にあがった複合経営のすべてがこうしたメリット
を十分に生かしているとはいえないにしろ，部落に単一経営が多く，複合経営
が少ないということは，ひとつの問題点として指摘できよう。
稲作を主とする農家が部落に多いことは，すでに述べたとおりであるが，稲
作を販売部門 1位とする農家に占める単一経営の割合を算出すると，部落86.1
鍬平均76.7%となる。同じく稲作を主とする農家であっても，部落には稲作
以外の部門にも取り組む農家（準単一経営，複合経営）が少なく，稲作単一経営が
多いのである。このように，部落には稲作を主とする農家がたんに多いだけで
はなく，経営組織の稲作への特化の度合も高くなっているのである。このこと
は部落農家の経営を不安定にする，大きな要因となるばかりではなく，部落農
家の経営の集約度を低くすることにもなっている。経営耕地面積10アールあた
りの農産物販売金額をみると， 部落のそれは 146,625円と， 平均 (196,629円）
を5万円ほど下回っている％部落農家は経営耕地面積が小さいだけではな
く，単位面積あたりの農産物販売金額も小さいのである。
部落農業の特徴として，経営規模の零細性と， 経営組織の稲作への特化（単
化ー），この 2点がおさえられるが， 府県レベルでみてもこれは同様である。
第7表は府県レベルのデータがつかめた12府県について，農家 1戸あたり経
営耕地面積，農産物販売金額および稲作を販売金額 1位部門とする農家の割合
を示したものである。これによると，農業生産の地域性を反映して，同じ部落
農家であっても，府県によって経営耕地面積や農産物販売金額は大きく異な
る。部落では農家 1戸あたり経営耕地面積は群馬で63.8アールと最も大きく，
その大きさは奈良の 2倍以上となっている。また，農家 1戸あたり農産物販売
金額も群馬が高く，その額は奈良の4倍以上である。このように，経営耕地面
積にしろ，農産物販売金額にしろ，府県によって大きな差があるわけだが，そ
れぞれの平均と比較した場合，いずれの府県でも部落農家のほうが経営耕地面
1)経営の集約度を示す指標はこのほかにもいくつかあるが，：「農業センサス」で把握で
きるのは単位面積あたり農産物販売金額だけである。
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第1表部落農家の経営規模と経営組織
農家1戸経あ営た耕（りア地ー面ル積） 農家1戸農産あ物た販り売（千金円額） 部稲作門をと販す売る金漿額家の1位割(96合) 
部 落 i平 均 部 落 I平 均 部 落 I平 均
群 馬 63.8 83.8 1,268.1 2,173.3 42.2 27. 0 
長 野 39.9 63.0 1,200. 2 1,422.3 54.2 51. 4 
重 40.4 6. 7 396.4 933. 7 87.6 76.9 
滋 賀 37.5 77.0 363. 0 999.4 96.6 94. 1 
凩． 都 41. 7 54.4 410.5 779.2 91. 7 71. 9 
大 阪 30. 2 34. 1 382.8 629.0 61. 3 48.2 
女， 良 26. 3 47. 7 285.9 783.0 86.6 68.8 
和歌山 37.2 60.5 644.3 1, 396. 5 60.3 29.2 
鳥 取 41. 6 52.0 795.8 1,713.3 78. 1 61.1 
広 島 48. 1 54.4 563.6 728. 1 84. 1 67.0 
徳 島 35. 1 58.8 351. 5 1,481.4 69.2 42.9 
高 知 35. 2 61. 3 522. 9 2,096.5 53.2 40.1 
福 岡 57.2 80.8 659. 3 1,590. 9 92. 1 70.8 
鹿児島 48. 1 69.7 751. 4 1,344.8 65.6 25.3 
1)良家1戸あたり農産物販売金額は農産物販売規模別農家数から算出した。
2)稲作を販売金額1位部門とする農家の割合は農産物販売農家を100としたもの。
積が小さく，農産物販売金額が低い。同様に，稲作を販売金額 1位部門とする
農家の割合にしても，最も高い滋賀(96.6%)から最も低い群馬(42.2%)まで大き
な開きがあるが，平均と比較した場合，その割合はどの府県でも部落のほうが
高く，稲作を主とする経営が部落において多いことがわかる。このように，府
県レベルでみても，経営規模の零細性と経営組織の稲作への特化は部落農業の
特徴としておさえられる。
すでにみてきたとおり，経営規模の零細性は部落農業の第 1の特徴である
が，部落の畜産経営についてはこれとは違った傾向がみられる。
第 8表は家畜飼養農家割合と，その農家 1戸あたりの飼養頭羽数を示したも
のである。これをみると，飼養農家割合はいずれの場合も部落のほうが低<,
とくに肉用牛の繁殖と養鶏を行う農家の構成比が低い。つまり，部落農家に畜
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第8表家畜飼養農家割合・飼養頭羽数
”，（繁す殖湛牛） 
肥育中の 肥育中の 6か月以上
肉用牛 豚 の採卵鶏 ブロイラー
（肥育） （養豚） （養鶏）
部落 1. 7 1. 3 0.6 0.7 0.1 
飼養農家割合 （彩）
平均 4.5 1. 6 0.7 2.2 0. 2 
飼養農家1戸あたり 部落 3.4 21.7 178.4 695.9 507.6 
飼養頭羽数 （頭羽） 平均 2.9 14. 1 160.3 771. 0 574.0 
産経営を行うものが少ないのである。
一方，家畜を飼養する農家 1戸あたりの飼養頭羽数をみると，肉用牛繁殖，
肉用牛肥育および養豚では部落のほうが規模が大きくなっている。また，平均
を下回る規模となっている養鶏とプロイラーにしても，平均との差はそれほど
大きなものではない。 このように， 部落の畜産農家は数，としては少ないもの
の， 1戸あtこりの規模は平均なみか，平均よりやや大きいのである。
部落の畜産経営が平均と変わらない規模を実現している主たる理由として，
部落農業における同和対策事業の実施があげられる。農業における同和対策事
業の中心をなしている農業基盤整備事業（圃場整備，農道，かんがい排水，農地防
災など）に比べれば，その導入事例がはるかに少ないとはいえ，共同畜舎や畜
産団地の建設といった事業が各地の部落で取り組まれている。これによって実
現される畜産経営の規模は， 1経営あたり（生産組合の場合は参加組合員1名あた
り）肉用牛繁殖で 10頭，肉用牛肥育で 50~100頭というように，大規模なもの
である。•こうした経営の存在は，肉用牛繁殖と肥育についてその飼養規模別農
家割合を示した第 9 表， 10表からもうかがわれる。そして，• これらの経営が畜
産農家自体の少ないこととあいまって，部落の畜産経営の規模を引き上げてい
るのである2)。
2)ここで問題となるのは，部落の畜産経営の中身である。同じ大規模畜産経営といって
も，平均のそれには段階的に規模を拡大していった，技術的蓄積をもつ農家が多いの
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第9表飼養規模別農家割合（肉用牛繁殖）
飼貫疇（戸）
構 成 比 (96) 
1 頭 I2 I 3~4 I 5~9 I 10~19 120頭以上
部落 1,286 37.3 24.1 19. 3 12.4 4.8 - 1. 5 
平均 134,114 34.0 28.6 22.4 1. ・a 2.9 0. 5 
第10表飼養規模別農家割合（肉用牛肥育）
嗜疇（戸）
構成比(%)
1~4頭 15 ~ 9 1 10~19 1 20~29 1 30~49 I so頭以上
落落 841 45.2 10.7 13. 0 8. 1 7.4 15. 7 
平均 48,803 67.6 9.5 7. 1 3.6 4. 1 8. 1 
部落農家が同和対策事業の利用を通じて経営規模を拡大したり，新作目を導
入する場合，部門でいえば畜産が最も多い。これは同和対策事業の農業施策に
おいて畜産経営の育成に大きなウエイトが置かれていることにもよるが，つぎ
の要因も大きいといえる。
周知のように，養豚や養鶏，プロイラーなどの「施設型畜産」は土地の制約
から比較的自由であるが，酪農や肉用牛の繁殖，肥育といった畜産にしても，
青草や乾草などの粗飼料の流通がさかんになるにつれ，土地の制約から相対的
に自由になってきた。それにともなって，部落農家の土地所有の零細は，畜産
経営の規模拡大にとっての深刻なネックではなくなりつつある。これに加え
て， 近年，家畜の大規模飼養技術が大きく発達し， それが平準化してきてい
る。このように，部落の畜産農家にとって規模拡大の条件が以前に比べて整っ
てきたことが，共同畜舎や畜産団地の建設といった同和対策事業の導入を比較
に対して，部落には同和対策事業によって一挙に規模を拡大した農家が多く，その生
産も緒についたばかりである。したがって，同和対策事業によって規模を拡大した畜
産農家の経営内容の検討をぬきにして，たんに調査時点 (1985年2月）における経営
規模が平均と変わらないことだけをとりあげ，部落の畜産経営の零細性の解消をいう
のは早計にすぎるであろう。
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第1表家畜飼養農家割合・飼養頭数
肉用牛子とり用めす牛（繁殖） I 肥育中の肉用牛（肥育）
飼養農家割（％合） 飼養飼農養家頭数1戸（あ頭た）り 飼養農家割（％合） 飼養飼農養家頭数1戸あ（頭た）り
部落 i平均 部 落 平 均 部落［平均 部 落げ 均
群馬 0.5 1. 1 2. 3 3. 7 0. 7 2. 1 9. 7 8.0 
長野 0.3 1.0 9.6 3.0 0. 5 0. 7 41. 8 10.2 
三重 0. 1 0. 1 19. 0 5.6 0. 5 0.4 19. 1 26. 1 
滋賀 1. 7 4. 5 3.4 2.9 1. 3 1. 6 21. 7 14. 1 
京都 1. 4 0.8 5. 7 3.6 0.4 0.3 4.0 10.9 
大阪 0. 1 0.0 30.0 9.4 0. 7 0.2 21. 3 31. 5 
奈良 0. 1 0. 1 1.0 2.8 〇.3 0.1 20.4 18. 7 
和歌山 0.0 0. 1 2.0 2.6 2.6 〇.4 18.3 24.4 
鳥取 4.9 7.6 2. 9 2.2 1. 3 1. 1 9.4 7.9 
広島 3.6 4.6 2. 5 2.4 1. 3 1.0 7.4 4.9 
福岡 0, 1 0. 1 19. 1 6.6 0.5 0.3 20.7 22.0 
鹿児島 15.6 21. 7 3. 2 3.0 3.2 6.0 13.5 6.3 
的容易にしているのであろう。
飼養農家 1戸あたりの規模が平均を上回っていた肉用牛の繁殖と肥育につい
て，その飼養農家割合と飼養頭数を府県レベルでみると， 第 1表のようであ
る。肉用牛繁殖の飼養農家割合は京都と大阪を除く 10県で平均と同じか，それ
を下回っているが，肉用牛肥育になると，飼養農家割合は 8府県で平均より高
くなっている。ただし，平掏より高いといっても，飼養農家割合が平均を大き
く上回っているのは大阪と和歌山の 2府県だけである。飼養規模は，平均より
も小さい府県が繁殖，肥育とも 3府県ずつあるが，それ以外の府県では部落の
畜産経営は平均とほぽ同じか，平均を上回る規模を示している。なかでも，繁
殖の長野，三重，大阪，福岡，肥育の長野，鹿児島では，部落の畜産経営が平
均の 2倍以上の規模を実現している。
部落の畜産農家の経営規模は府県によって大きく異なり，その差は第 7表に
みた経営耕地面積や農産物販売金額の場合よりも大きい。これは共同畜舎や畜
産団地の建設といった同和対策事業の実施状況の地域的な差に規定されたもの
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といえる。
4. 部落農業の推移
第12表は1975年から85年までの10年間の，部落の農家数と経営耕地面積の増
減率を示したものである。
この表によると，この10年間の部落農家の減少率は19.2%と，都府県平均を
8ポイントも上回り，経営耕地面積の減少率は都府県平均の 2倍以上の19.9%
となっている。部落においては，農家と耕地が大きく減少しているのである。
第12表のように，部落について時系列の比較を行う場合，つぎの注意が必要
である。同和地区は同和対策事業の対象地区として行政的に指定された部落で
あるが，この地区指定は「同和対策事業特別措置法」制定後も新規に行われて
おり，同和地区数は全国で1975年から85年にかけて4,374地区から4,594地区へ
と， 2?0地区も増加している。このうち農村地域に位置する同和地区がどれだ
けあるのか，明らかではないが，この10年間に新たに地区指定された 220の同
和地区に同和関係農家が存在することは間違いないであろう。つまり， 1975年
からの10年間に同和関係農家となった農家が存在するのである。したがって，
部落農家は，新規に同和関係農家に指定された分だけ増加しているのであるか
ら，第12表の，部落の農家数と経営耕地面積の減少率は，実際にはさらに大き
なものとなる。
農家数と経営耕地面積の減少率を， 1975年のデータが得られた11府県につい
第12表農家数，経営耕地面積の推移
農 家 ＇数 経営耕地面積
実
（ 墨戸） 増減（％率） 実 (ha数) 増減（彩率） 
1975年 I 1985年 1975~85年 1975年 I1985年 197、5~85年
部 落 81,124 65,583 △ 19.2 40,415 32,371 △ 19.9 
都府県計 4,818,808 4,266,698 △ 1. 5 3,874,379 3,562,689 △ 8.0 
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第13表農家数，経営耕地面積の減少率 (1975~85年）
・（形）
農家数 経営耕地面積
部落 1平均． 部落 1平均
群 馬 23.4 14. 7 27.2 14.2 
長 野 27.6 7. 3 32.7 1. 4 
重 23.3 1. 0 . 23. 5 1. 8 
滋 賀 、26.9 13. 5 29.2 6.4 
尽， 都 21. 8 10. 3 20.3 9.8 
大 阪 26.1 13.3 24.7 17.3 
奈 良 32. 2 10. 7 36.4 12.9 
和歌山 25.2 10.8 31. 7 10.0 
広 島 23.9 9. 1 17.7 12.2 
徳 島 24.0 1. 3 25.4 14.3 
高 知 31. 3 15.2 42.8 17.5 
てみると，第13表のようである。これによると，農家数，経営耕地面積とも，
その減少率はすべての府県で部落のほうが大きくなっている。とりわけ，農家
数では長野，奈良，広島，経営耕地面積では長野， 滋賀， 奈良，•和歌山， 高
知，これらの県の減少率が平均と比べて大きい。
以上のように，部落ではこの10年間に農家と耕地が大幅に減少しているが，
そこでおさえておかなければならないのは，減少した農家の中身である。
専兼別に1975年から1985年の農家数の増減率を算出すると，部落では専業農
家が28.3%(1, 463戸）増，第 1種兼業農家50.7%(5,677戸）減， 第2種兼業農家
17.5%(11,327戸）減となる。同じ10年間に都府県平均では，専業農家1.6彩増，
第 1種兼業農家38.4%減，第2種兼業農家3.396減となっており，部落の専業
農家の増加率と第 1種・第2種兼業農家の減少率の大きいことがわかる。専業
農家の増加率が部落で高いのは，部落に本来的な意味での専業農家が増加した
ためではなく，老人専業などの，統計上，専業農家に分類される，消極的な意
味での専業農家が増加した結果と考えられる。また， 11,000戸を越える第 2種
兼業農家が部落で減少しているが，その大部分は脱農化の途を歩んだのであろ
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う。そして，注目されるのは部落の第 1種兼業農家の減少率が50%に達してい
ることである。つまり，この10年間に部落では第 1種兼業農家が半減している
のである。第2表で指摘したように，第 1種兼業農家には専業的に農業に取り
組む農家が多く含まれている。それゅぇ，第 1種兼業農家の減少率が大きいこ
とは，部落における「中核的農家」がそれだけ減少していることになる。すな
わち，部落では大量の第2種兼業農家が脱農化すると同時に，「中核的農家」
の第2種兼業農家化・脱農化が急速に進行しているのである。・
このように，部落では「中核的農家」の激減をともないながら，農家と耕地
が大幅に減少している。
こうした傾向をもたらしたものとして， 1970年から本格化した米の生産調整
（減反）をはじめとする，いわゆる零細農家切り捨て政策の強化が第 1にあげら
れよう。
1970年以降の米価抑制・減反政策は，経営組織が稲作に特化し，稲作への依
存度の高い部落農家にとりわけ大きな打撃を与えた。また，耕地条件が低いた
め，米に替る作物の導入（転作）が困難であるというケースが部落では少なくな
かった。そのため，米価抑制・減反政策は部落において耕作放棄や農地の農外
転用・売却などを促進させた。そして，このような零細農家切り捨て政策の強
化は，労働力需給ひっ迫による農村労働市場の拡大 (1970年代前半）と重なった
ため，部落の農業労働力が大量に他産業に流出し，部落農家の減少をさらに大
きくすることとなった。、
部落の農家数と経営耕地面積を大幅に減少させた第2の要因として，同和対
策事業の本格的実施があげられる。
その典型例は住宅の建て替えである。農村部落では1970年代半ば以降，住宅
新築資金等貸付事業の利用による住宅の建て替えがさかんに行われ，部落の住
宅状況は大きく＇改善されつつある。しかし，同和対策事業により低利の資金の・
借り入れができるといっても，その額には限度があり，それだけで住宅新築のた
めの費用が賄えるわけではない。そのため，住宅の建て替えを行う農家では，
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自分の農地を宅地にあてたり，自己資金を捻出するために農地を売却すること
がめずらしくはない！）。 とくに，農地の宅地への転用は，住宅を建て替える農
家の大半が行っているといってよい。このことが部落における農家と耕地の大
幅な減少につながっているのである。
同和対策事業の実施にともなう農地の農外転用は，改良住宅や隣保館，各種
集会施設，共同作業所などの建設，それに道路の拡幅•新設等についても指摘
できる。
土地が絶対的に狭溢な部落において，部落農業をどう振興させるかというビ
ジョンを抜きにして同和対策事業を実施したことが，大量の農地の農外転用，
さらには「中核的農家」の減少につながったといえよう。また，同和対策事業
自体に部落全体の土地利用や農業振興を視野に入れるような総合性が欠けてい
たという点も同時に指摘できるだろう。
このようにして，部落農業は農家と耕地を大きく減少させ，縮小・解体傾向
を強めているのである。
5. 被差別部落における農業問題
—結びにかえて一一
以上みてきたように，部落農業はたんに経営規模が零細なだけではなく，経
営組織が稲作に特化し，多様性に乏しかった。そのため，部落農家の経営の集
約度は相対的に低いものとなっていた。そして， 1970年代に入って一段と強化
された零細農家切り捨て政策のもとで，部落農業は縮小・解体傾向を強めてい
るのである。•
こうした部落農業の実態は，つぎの 3つの制約要因に規定されているとみる
ことができる。
第 1に，土地条件の制約である。部落農家の経営耕地面積が平均の 3分の 2
にすぎないことはすでにみた妬保有山林面積も平均の 101.1ァールに対して
1)石元清英「農山村部落の仕事と生活」解放出版社， 1983年， 194~197ペー ジ。
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部落は22.3アールと，きわめて小さなものとなっている（農家1戸あたりの面積）。
こうした部落農家の土地所有の狭溢性に加えて，部落の耕地には水利，日照，
地力などの点で条件の低いものが多い。また，耕地が部落周辺に分散している
場合も少なくない！）。 このように，部落農家の所有する土地が狭溢で，耕地条
件が劣悪なことは，部落農家の経営組織の多様な発展を阻害することにつなが
ったのである。
第2に，資金力の制約である。部落農家は経営規模が零細なだけではなく，
兼業内容も不安定な場合が多く，農業に投下すべき資金に乏しいのである。こ
れはとりもなおさず，農業経営の規模拡大，新作目導入の制約要因となった。
第 3には，技術力の制約である。部落農家において果樹作などの商業的農業
の展開がほとんどみられず，経営組織が稲作中心に推移してきたことは，おの
ずから部落農業の技術的蓄積を小さなものとさせた。また，部落における低学
歴構造のもとで，農業技術の習得の機会を奪われてきた中高年農家世帯員も少
なくないであろう。
以上の3つの制約要因が部落農家の経営規模の拡大と経営組織の多様な発展
を阻害し，部落の農業経営を不安定なものとしてきたのである。
経営組織の稲作への特化という部落農業の特徴は，零細農家（第2種兼業農家）
一般にもみることができる。稲作の栽培技術が平準化し，機械化も飛躍的に進
んだこと，生産者米価が他の作物に比べて相対的に安定して推移してきたこと
など，稲作を行う有利性は零細農家にとっても小さくない。また，家族経営に
1)戦前は多くの部落農家が小作農であったわけだが，部落農家の借り入れていた小作地
は部落外の小作農が借りようとしないような劣悪な条件の耕地や，小作争議の結果，
地主に返されたような劣等地であることが比較的多かった。また，まとまった大きさ
の耕地を借り入れることができず，部落周辺にいくつもの小地片を借り入れる部落農
家もあった。農地改革によって，部落農家は多くの場合，小作地を自作地としたが，
そこでは耕地の交換分合，集団化がほとんど行われず，従来から耕作してきた小作地
をそのまま自作化するというかたちが基本となった。そのため，部落農家の耕地条件
の劣悪性は戦後もひきつがれることとなった。
181 
474 関西大學『純清論集」第37巻第4号 (1987年1月）
おいては自給用水田が不可欠のものとして存在するため，経営規模が小さくな
るにしたがって，経営に占める稲作の比重は高くなる。それゆえ，零細農家ほ
ど，その経営は稲作中心となるのである。しかし，部落農家の場合，上述の 3
つの制約要因に強く規定されているという点で，零細農家一般とは異なるとい
えよう。すなわち，経営組織の単一性（稲作への特化）という部落農業の特徴を，
零細農家一般のそれに解消することはできないのである。このことは部落農業
の零細性についても同様に指摘できよう。
農業はたんに農家世帯の収入の場だけにとどまらず，農家世帯員の就業の場
でもあり，農家世帯に自家用食料を供給する場でもある。それゆえ，経営規模
が零細で，経営組織が多様性に乏しいということは，農業収入を小さくするの
みならず，農家世帯員の就業の場を狭め，家計費を上昇させる。このように考
えると，ある程度の経営規模をもつ農家では， 農外のさまざまな環境の変化
（たとえば，不況・雇用不安の深刻化，農外賃金の実質的低下，消費者物価の上昇など）
による影響を非農家の場合ほど鋭く受けることはないといえる。農業は環境変
化による影響をやわらげる＜ショック・アブソーバー＞の働きをするのであ
る。
しかし，部落農家にあっては，経営規模が零細で，経営組織が稲作に特化し
ているために，農業が＜ショック・アブソーバー＞としての機能に乏しく，環
境変化による影響を鋭く受けることになる。
兵庫部落解放研究所が兵庫県南但馬地方において行った実態調査 (1982年実
施）2)の結果から，農村部落の世帯員の就業状態を表わしたものが第 14表であ
る（隣接集落とは部落に隣接する部落外の集落，調査対象世帯は部落 195世帯，隣接集落
219世帯）。
これによると，隣接集落に比べて部落では就業者割合が低く，失業者割合が
高くなっている。そして，この傾向は50歳代， 60歳代でとくに顕著である。部
落に失業者が多いのは部落世帯員の就業状態が不安定である結果にほかならな
2)石元「前掲瞥」を参照。
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第14表農村部落における世帯員の就業状態（兵庫県南但馬）
総数 構 成 比 （彩）
麟者 1従自家事農者業 失業者 家にる事従も・事の育す児 その他 不 明（人）
総数 559 57.4 2. 0 7.7 12. 7 0.5 
部 15~19歳 53 7. 5 0.0 0.0 0.0 0.0 
20~29 78 59.0 0.0 1. 5 24.4 0.0 
30~39 91 75.8 0.0 3.3 16.5 1.1 
40~49 94 88.3 0.0 3. 2 6.4 1.1 
落， 50~59 117 68.4 0.9 10. 3 14.5 0. 0 
60~69 60 41. 7 6. 7 23.3 1. 6 0.0 
70歳以上 66 21. 2 9.1 3.0 10. 6 1. 5 
総数 863 I 65. 2 10.0 2.4 13. 4 18.9 0.0 
隣 15~19歳 69 14.2 0.0 0.0 1. 4 84. 1 0.0 
接
20~29 79 67.1 0.0 5.1 21. 5 6.3 0.0 
30~39 186 77.4 1. 6 0. 5 21. 0 1.1 0.0 
集 40~49 152 94. 1 2.0 0. 7 4.6 0.7 0.0 
落
50~59 151 80.8 14.6 4.0 1. 3 4.0 0.0 
60~69 96 58.3 30.2 6.3 16.7 18.8 0.0 
70歳以上 130 26.9 22.3 2.3 14.6 56.2 0.0 
い。そして，部落に失業者の多いことが就業者割合を引き下げているのであ
る。しかし，それだけではなく，部落における低い就業者割合と高い失業者割
合には，部落農業の経営規模の零細性・経営組織の単一性が大きく関係してい
る。
南但馬地方においても部落農家の経営規模は零細であり，農家 1戸あたり経
営耕地面積は南但馬平均の41.6アールに対して27.3アールと小さい。そして，
経営組織も稲作に特化しており，農産物販売農家に占める，稲作を販売 1位部
門とする農家の割合は，部落82.7彩，南但馬平均76.8%となっている（部落につ
いては「1980年農業センサス・集落カード」':こよって把握できた南但馬地方の部落農家
586戸の数字，南但馬平均は「1980年農業センサス」の朝来郡と蓑父郡の合計を用いた）。
その結果，第14表にみられるように，部落の自家農業従事者割合は隣接集落か
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らみて非常に低くなっている（第14表の数字は非農家を含むものであるが，農家率が
部落57.0%,隣接集落60.0彩と，ほとんど変わらないので，両者を比較することに問題は
ない）。このように， 部落に自家農業従事者の少ないことが就業者割合を低下
させるとともに，失業者割合を高めることにつながっているといえる。
兼業化の急速な進行や水稲作を中心とした機械化の普及等により， 以前に
比べてその機能は低下したとはいえ，農業はいまだ相対的過剰人口の「隠れ
家」 3)としての機能を保持している。すなわち，もし農家でなければ，失業者
として顕在化するであろう中高年層が，農家にあっては農業従事者となってあ
らわれるのである。たとえば，退職して主として農業に従事するようになった
農家の中高年層にしても，もし農業という就業の場がなければ，失業者となっ
て求職活動を行わなければならなくなるであろう。このように，農業は相対的
過剰人口の「隠れ家」というかたちで＜ショック・アプソーバー＞機能を果す
のである。しかし，部落では農業があまりにも零細なために相対的過剰人口の
「隠れ家」としての機能に乏しく，中高年層に十分な就業の場を提供するまで
にもいたっていない。これが部落の就業者割合を低下させ，失業者割合を一段
と高めることになっているのである。
この南但馬地方の事例にみられるように，部落農業はたんに収入の場として
の地位が低いだけではなく，就業の場としての地位も同時に低く，そのことが
部落における失業（とりわけ中高年層のそれ）を顕在化させているのである。農村・
全体の高齢化が進むなかにあって， たとえば「定年後農業」にみられるよう
に，高齢者の就業の場として農業のもつ意味は大きい。部落の場合，中高年層
の就業状態がとくに不安定であり，高齢者の年金の受給状況も劣悪な場合が多
い（老齢福祉年金の受給者割合が高い）4)。それだけに，部落農業の経営規模が零細
3)美崎 皓「労働市場と農民層分解の現段階」吉田寛一編「労働市場の展開と農民層分
解」農山漁村文化協会， 1974年， 28ペー ジ。
4)大阪部落実態調査推進委員会「大阪部落実態調査報告書」 1983年，部落解放同盟京都
府連合会「京都府部落解放実態調査報告書」 1985年。
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で，経営組織が稲作に特化し，それが縮小・解体傾向を強めていることは，農
村部落において高齢者問題を深刻化させる大きな要因となりうる。 このよう
に，部落農業の＜ショック・アプソーバー＞機能が低いことは，部落にさまざ
まな問題を顕在化させることになるのである。
部落において農業を振興させることの重要性はここにある。
すでにみたように，部落農家のなかには同和対策事業によって大規模畜産経
営を実現しているものがあった。しかし，それは部落農家全体からみれば，ほ
んのわずかな数にすぎない。同和対策事業における農業施策が部落農業の振興
につながっていないことは，事業の実施が本格化した 1970年代後半以降に，
「中核的農家」の激減をともないながら部落の農家と耕地が大幅に減少してい
ることからも明らかである。同和対策事業における農業施策は自立経営農家
（あるいは専業的な営農集団）の育成を目的とした一般農業施策の延長・上のせ
（採択基準の緩和，補助率の引き上げ）であり，技術力の乏しい零細経営が大半を占
める部落農家の実態をふまえたものとはなっていない。それゆえ，いくら補助
率を高め，採択基準を緩めたといっても，生産性の高い農家を対象とした一般
施策を部落農家に適用することは，その事業の内容によっては部落農家のリス
クを非常に大きなものとする。その結果，同和対策事業における農業施策は受
益農家にリスクがほとんど生じない，圃場整備やかんがい排水，農道整備など
といった事業が主として行われ，経営内容を変えるような， リスクをともなう
事業（農業団地，共同畜舎の建設）は， ごく一部の部落農家が導入するにとどまっ
ている。
周知のように，規模拡大•生産性第一主義の，現行の一般農業施策は，多大
な借金を抱え，経営に行きづまった大規模経営農家を数多く生み出している。
それに加えて，こんにちの日本農業をとりまく環境は一段と厳しくなろうとし
ている。それゆえ，同和対策事業の農業施策が一般施策の延長・上のせである
かぎり，部落農家にとってのリスクは大きくなるばかりである。また，事業を
導入して自立経営として成功する農家があったとしても，それは部落農家全体
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からみれば，ほんのわずかな数にとどまるであろう。したがって，部落農業の
振興を自立経営農家育成という方向だけにもとめることはできない。
すでに述べたように，部落農業は，農外における就業状態が不安定で，年金
受給状況が低位な状態にある高齢者に対して十分な就業の場を提供できていな
かった。こうした現状を考えるとき，ほんのひと握りの自立経営農家を部落に
創出するより，まずは高齢者に十分な就業の場を提供できる程度の規模の農業
経営を多数つくり，部落農業の＜ショック・アプソーバー＞機能を少しでも高
めることのほうが重要であるといえる。
このように，部落農業の振興を「収入の場」（とりわけ， 自立経営農家育成とい
った生産性第一主義の方向）からのみ考えるのではなく，「就業の場」，「自家食料
供給の場」からもとらえることによって，部落農家の大半を占める零細農家を
視野に入れた農業振興の方向（それには，部落農業における 3つの制約要因の克服を
含む）を考えていくべきであろう。 さしあたっては，＇農家と耕地の減少に歯止
めをかけ，部落農業の＜ショック・アプソーバー＞機能の低下をくい止めるこ
とから始めなければならない。
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